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連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 ３社
　 主要な連結子会社の名称 株式会社さわやか倶楽部

株式会社ボナー
Bonheure(Thailand)Co.,Ltd.

当連結会計年度より、新規設立したBonheure(Thailand)Co.,Ltd.を連結の範囲に含めております。

（２）会計処理基準に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ア．その他有価証券

時価のあるもの…………… 当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの…………… 移動平均法による原価法を採用しております。
　 イ．たな卸資産

商品及び貯蔵品…………… 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。

販売用不動産……………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

ウ. デリバティブ……………… 時価法を採用しております。
　 ② 重要な固定資産の減価償却の方法
　 ア．有形固定資産（リース資産を除く）
　 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した株式会社ボナーの建物（附属設備を除く）及び株式会社さわやか倶楽部の建物は
定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
工具、器具及び備品 ２～15年

　 イ．無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法を採用しております。
　 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
　 ウ．リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成20年３月31
日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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　 ③ 重要な引当金の計上基準
ア．貸倒引当金…………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

イ．賞与引当金…………………… 従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべ
き額を計上しております。

ウ．ポイント引当金……………… 連結子会社の１社は、販売促進を目的とするポイント制度に基づき、顧客に付与したポイ
ントの利用に備えるため、当連結会計年度末において将来使用されると見込まれる金額に
原価率を乗じた額を計上しております。

エ．株主優待引当金……………… 株主優待制度に基づき発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

（３）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………… 金利スワップ及び金利キャップについては、適用要件を満たすため、特例処理を採用しており

ます。
② ヘッジ手段とヘッジ対象…… 当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　 ヘッジ手段･･･金利スワップ取引、金利キャップ取引
　 ヘッジ対象･･･借入金利息

③ ヘッジ方針…………………… リスク管理方針に基づき、金利変動リスクを低減することを目的としており、投機的な取引は
行わない方針であります。

④ ヘッジの有効性評価の方法… 特例処理の適用要件を満たしており、金利スワップ及び金利キャップについては、有効性の評
価を省略しております。

（４）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理…………税抜方式を採用しております。

ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他(長期前払費用)」に
計上し、５年間で均等償却しております。

２．表示の変更
（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において区分掲記しておりました「営業外収益」の「補助金収入」（当連結会計年度3,735千円）については、
金額が僅少となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務
　 ① 担保に供している資産

現金及び預金 200,259千円
販売用不動産 652,000千円
建物及び構築物 4,050,020千円
土地 2,595,994千円
　 計 7,498,275千円

(注)支払承諾契約に基づく債務保証に対する担保資産を含んでおります。
　 ② 担保に係る債務

短期借入金 1,179,000千円
１年内返済予定の長期借入金 1,178,448千円
流動負債(その他) 1,677千円
長期借入金 5,064,149千円
固定負債(その他) 23,176千円
　 計 7,446,450千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 8,123,042千円
　
（３）有形固定資産の減損損失累計額

減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 21,618,800 ― ― 21,618,800
　
（２）配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会 普通株式 108,092 5 平成26年３月31日 平成26年６月27日

平成26年11月10日
取締役会 普通株式 129,710 6 平成26年９月30日 平成26年12月５日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
ア．配当金の総額 108,092千円
イ．１株当たり配当額 5円
ウ．基準日 平成27年３月31日
エ．効力発生日 平成27年６月29日

　 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（３）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 46,000株

　
（４）自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 376 ― ― 376
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５．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行等金融機関からの借り
入れによっております。デリバティブ取引は、金利変動リスクを回避する目的で利用し、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク
敷金及び保証金は、主に施設及び店舗の敷金と保証金であり、差入先の信用リスクに晒されております。
借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、一部の借入金は金利変動リスクに対するヘッジを目的と
して金利スワップ及び金利キャップ取引を実施して支払利息の固定化を図っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手
段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４
会計処理基準に関する事項（3）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

　 ③ 金融商品に係るリスク管理体制
　 ア．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

敷金及び保証金に係る差入先の信用リスクは、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用
状況の把握に努めております。

　 イ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ及び金利キャップ取引を利用しております。デリバテ
ィブ取引については「財務取引に関するリスク管理要領」に従い、実需の範囲で行うものとしております。

　 ウ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

　 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その
金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが困難と認められるものは含まれておりません。（（注)２.参照）

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 11,925,172 11,925,172 ―
（２）投資有価証券

　 その他有価証券 115,705 115,705 ―
資産計 12,040,877 12,040,877 ―

（１）短期借入金 1,489,000 1,489,000 ―
（２）長期借入金(１年内返済予定の
　 長期借入金を含む） 10,870,737 10,860,342 △10,394

負債計 12,359,737 12,349,342 △10,394
　 (注)１．金融商品の時価の算定方法

資 産
　 （１）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　 （２）投資有価証券

投資有価証券の時価につきましては、取引所の価格によっております。
負 債

　 （１）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 （２）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
これらの時価につきましては、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しております。金利スワップ及び金利キャップ取引の特例処理の対象とされた長期借入金は、当該金利スワッ
プ及び金利キャップ取引と一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。

　 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式（※１） 2,000
敷金及び保証金（※２） 2,290,775

（※１）非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。
（※２）敷金及び保証金は、返還時期が確定しておらず、残存期間を特定できず、将来キャッシュ・フローが発生する時期を見積る

ことができないため、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。
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６．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 711円35銭
１株当たり当期純利益金額 59円66銭

　
７．重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

ア．子会社株式…………………… 総平均法による原価法を採用しております。
　 イ．その他有価証券

時価のあるもの……………… 当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　 ② 固定資産の減価償却の方法
　 ア．有形固定資産（リース資産を除く)
　 定率法を採用しております。
　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ６年
工具、器具及び備品 ３～15年

　 イ．無形固定資産（リース資産を除く)
　 定額法を採用しております。
　 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。
　 ③ 引当金の計上基準

賞与引当金………………… 従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を
計上しております。

株主優待引当金…………… 株主優待制度に基づき発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

（２）その他計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理……………税抜方式を採用しております。
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２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 19,987千円

（２）保証債務
　 関係会社の金融機関からの借入に対し、以下のとおり債務保証をしております。

株式会社さわやか倶楽部 2,986,370千円
株式会社ボナー 2,395,256千円
　 計 5,381,626千円

（３）関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
短 期 金 銭 債 務 1,499千円
長 期 金 銭 債 務 19,352千円
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３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　 営業取引による取引高
営業収益 670,830千円
販売費及び一般管理費 3,139千円

　 営業取引以外による取引高
営業外収益 75,179千円
営業外費用 1,199千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記
　 当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 376株
　
５．税効果会計関係に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因の内訳
事業税 1,627千円
賞与引当金 1,203千円
賞与引当金にかかる法定福利費 178千円
繰越欠損金 5,678千円
繰延税金資産(流動)合計 8,688千円

繰越欠損金 4,005千円
その他有価証券評価差額金 △4千円
繰延税金資産(固定)合計 4,000千円

６．リース取引関係に関する注記
オペレーティング・リース取引（借主側）

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年以内 29,714千円
１年超 118,697千円
合計 148,411千円

　 (減損損失について)
　 リース資産に配分された減損損失はありません。
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 株式会社さわやか
倶楽部

福岡県
北九州市
小倉北区

200,800
介護事業･
不動産事業
等

(所有)
直接

100.0

業務受託代行
事務所賃貸契約
資金貸付
債務保証

業務受託収入
の受取(注)１ 166,666 － －

経営指導料の
受取(注)１ 56,946 － －

配当金の受取
り(注)２ 160,640 － －

事務所賃貸契
約(注)３ 4,226

前受金 380

固定負債
(その他) 5,282

資金貸付
(注)４ ― 関係会社

長期貸付金 2,979,355

受取利息
(注)４ 59,587 － －

債務保証
(注)５ 2,986,370 － －

子会社 株式会社ボナー
福岡県
北九州市
小倉北区

84,800
カラオケ･
飲食事業･
不動産事業
等

(所有)
直接

100.0

業務受託代行
事務所賃貸契約
債務保証

業務受託収入
の受取(注)１ 166,666 － －

経営指導料の
受取(注)１ 52,070 － －

配当金の受取
り(注)２ 67,840 － －

事務所賃貸契
約(注)３ 11,255

前受金 1,013

固定負債
(その他) 14,069

債務保証
(注)５ 2,395,256 － －

上記取引のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方法
（注）１．当社が受託した業務内容を勘案した上で、受託契約金額について協議の上決定しております。

２．配当金の受取りについては、経営環境や業績動向を勘案し、合理的に決定しております。
３．事務所賃貸借については、第三者との同等条件により決定しております。賃料については、市場相場を勘案して決定して
おります。

４．資金貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
５．当社は銀行借入等に対して債務保証を行っております。なお、保証料の収受はありません。

　
８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 252円49銭
１株当たり当期純利益金額 10円52銭

　
９．重要な後発事象に関する注記
　 該当事項はありません。
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